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第４１期 第４回常任幹事会報告 
日時  ２０１１年３月２４日（木）13：30～16：00 

場所  東京労働会館５階会議室 

出欠席（敬称略）：竹崎、高畠、高木、南條、堀口、田川、福井、前沢、寺川、 

影山、民谷、相川、木村、深沢、西銘、金澤、斎藤、杉山、 

植松、松尾、河内、市橋、酒井、秦、坂本、西川、吉野、 

岡本、入山、岸田、中村、（品川社保協）22/32     （下線は欠席）

議長：高木副会長  

13:30～14:00 

学習：「自治体キャラバン行動からみえたもの」影山常任幹事 

 

＜報告＞ 

１、以下の日程に沿って、活動報告を受けた。資料の添付あり。 

２月   

２５日（金）13:30～ 東京高齢期連絡会総会 

３月 

２日（水）10:00～東京生存権裁判支える会 

     14:00～中央社保協運営委員会 

３日（木）10:00～国保部会 

４日（金）13:30～高齢期連絡会 巣鴨宣伝行動（都政の転換を！） 

８日（火）15:30～消費税廃止各界連絡会 

９日（水）12:15～国会行動（衆議院第２議員会館前） 

18:30～医療・介護分野 都知事選決起集会（全労連会館２階ホール）

１１日（金）第１回定例都議会閉会 

１６日（水）台東社保協総会（寺川次長参加） 

１７日（木）12:00～13:00 革新都政の会・震災支援募金行動（大塚駅） 

      16:00～    都知事選挙延期要請を都知事・選挙管理委員会・各会   

             派へ（東京社保協・東京地評・東京民医連）   P1 

１８日（金）18:30～消費税廃止東京各界連学習会（けんせつプラザ東京） 

→延期 レジメ：P2 ～P11 

１９日（土）13:30～年金学習会（新宿農協会館）→中止 

２３日（水）12:15～国会行動（衆議院第２議員会館前）→中止 

  13:30～国会議員要請行動（中央社保協）→中止 

              衆議院議員第２議員会館多目的ホール  

２４日（木）東京都知事選挙告示 

13:30～第４回東京社保協常任幹事会 

 

２、中央社保協、地域社保協などの取り組みの報告を資料に基づいて受けた。 

１）中央社保協第８回運営委員会は、3 月 2 日（水）に開催し、「当面する情勢と運

動課題について」を確認した。 資料：P12～１8 
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２）葛飾社保協：３月１４日保健福祉委員会で保険料値上げ反対の意見陳述を公文

会長が行った。日本共産党議員が賛成したのみ。公明党は、「実情はわかるが」と

いいつつ反対した。運営協議会は次回から公開と報告された。→これによっ

て、23 区・25 市において運営協議会が公開されることになった。 

３）西多摩社保協：３月１６日に「東日本大震災緊急対策」を羽村市長へ申し入れ            

た。担当課を決めて対応するとの回答であった。P19 

その後、停電やガソリン不足の影響を危惧し、療養型病院や西多摩病院を訪

問、「たんの吸引に神経を使っている」「デイサービスでは、送り迎えのガソリン

が確保できない。『給油をスムースに』と東京都へ申し入れをしているとのことで

あった。３月１７日は、医師不足問題で福生病院事務長と懇談した。P20 ここで

も「自家発電は７２時間しかもたない」と深刻な実態が話された。 

４）渋谷社保協：３月議会に「看護師増員」「消費税の増税やめよ」など６件の請願

を提出した。現状をもっと知らせることが重要であることを痛感した。 

５）各地域で被災者支援と募金活動（略） 

６）東京の保健・衛生・医療の充実を求める連絡会：３月４日アピール「子どもや

お年寄り、都民のいのちを守り、都立病院を存続発展させる都政の確立を！」            

確認した。P21 

 

３、各部会・共闘団体の活動と今後の予定の報告を受けた。 

１）介護をよくする東京の会：学習会と第３回総会・介護フォーラム開催 

○学習会 「制度『改正』の真の狙いは？～「改正法案」の閣議決定からみえる

ものは～ 講師：芝田英昭 立教大学コミュニティ福祉学部教授 

日 時 ４月２６日（火）19 時 

場 所 東京労働会館 5階 

○第３回総会・「2011 介護フォーラム」 

日 時 ５月２８日（土）12:30～16:00 

場 所 ラパスホール（予定） 

２）医療部会：国保パンフ完成（２万部作成）→在庫約２千部。国保問題をいっせ

い地方選挙の争点にし、減免の拡大や保険料引き下げの実現へ運動をすすめる。 

 パンフの普及は、以下のとおり。東京民医連１万部、東京土建６千部、東京地 

評１千部、東京自治労連 333 部、日本共産党東京都委員会 100 部、杉並社保協 

100 部、台東社保協 80 部、豊島社保協 100 部、葛飾社保協 200 部、西東京社保 

協 50 部、年金者組合都本部 40 部、都生連 50 部 

３）消費税廃止東京連絡会：４月１日（金）消費税導入２２年、怒りの宣伝行動を

創意工夫して全地域で行う。（チラシ見本を同封） 

４）都民連：３月１１日（金）都議会閉会、都知事選を通して「いのちを守る福

祉・防災都市東京」の実現へ全力をあげる。 

５）安心年金ネット：全国の会として「3・26 年金集会」を開催した。 
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４、財政について、２月決算と会費納入状況の報告を受けた。P22～26 

 ２０１１年度会費納入は、2 月末現在で納入額 770 万 8 千円（納入率 81.5％）、納

入団体数 53 団体（76.8％）となっている。 

 

＜協議＞ 

１、情勢について、「東日本大震災」の支援の取り組みや独自の課題について、資料

に基づき報告を受け、討議で深めた。概要は、以下のとおり。 

１）東日本大震災について、いち早く現地へ医療支援を送り、加盟院所・事業所か

らの支援を継続している東京民医連からニュースなどの資料に基づいて、現地報

告を受けた。（略）東京土建や各地域での支援活動の報告も受けた。（略）現時点

での災害対策に関する厚生労働省からの通知（生活保護や医療費一部負担金の扱

いなどについて）を紹介した。別紙資料⑤ 

２）原発の危険性、特に今回発生した地震と津波対策について、2006 年 3 月衆議院

予算委員会で日本共産党吉井英勝議員は、今回の福島第一原発事故と同様の事態

を予測しつつ対策を迫っている。学習する内容である。別紙資料④P１～８ 

３）東京都の現状、支援体制→石原知事は、３月１４日に「津波は天罰」との暴言

を。15 日（火）に撤回はするが、その後も「原発は安全」との発言を繰り返して

いる。国の防災予算の削減とともに、東京都の支援体制の不十分なのは、「震災予

防条例」（昭和 46 年制定）を石原都知事就任後に「震災対策条例」（平成 12 年制

定）へ大改悪→東京都の震災対策から「予防」を削り、『自己責任』を前面に出し

て、被害を最小限に食い止める東京都の役割を放棄したことにある。別紙資料① 

４）国保をめぐっては、２３区すべてで、「旧ただし書き」方式への変更を決定。地

域社保協の取り組みで紹介されたように、23 区 26 市で国保運営協議会を公開させ

た。国保アンケートが大きな力になった。国保法の「改正」→①44 条減免、77 条

減免の財源を現在は一般会計から国保会計に繰り入れる規定（法定内繰り入れ）

を国保会計内で行うことができる、②「後期高齢者医療制度」を廃止し「新高齢

者医療制度」に移行させる、③賦課限度額の引き上げなどを盛り込んだ法案の提

出を予定しているが、現段階では不明である。また、国保料（税）の所得割算定

の基本となる所得の捕捉方法を「旧ただし書き方式」に統一することを地方税法

改正後に行うことが検討されている。別紙資料② 

５）介護保険改定へ、３月１１日改正案を閣議決定した。地域支援事業に介護予防

（訪問・通所）と配食・見守りサービスを組み合わせた介護予防・日常支援総合事   

業を導入する。要支援者・介護予防事業対象者に対し、市町村がどちらが適切か

を判断して実施することにする、など地域主権改革を先取りする内容である。ま

た、教育カリキュラムには医療行為がないのにかかわらず、介護福祉士に「診療

の補助として喀痰吸引等を行うことを業とすることができる」と明記してい

る。内容についての学習会（４月２６日１９時～）を行う。 別紙資料③ 

６）無料低額診療について、高知市は、薬代を市が負担する。別紙資料④P９～10 

 

２、東京都への「東日本大震災に係る緊急要請書」を討議し、確認した。３月２５

日に東京都知事室へ、都知事候補の各氏へ申し入れ（郵送）を行った。P27～28
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東京土建は、申し入れを行う。P29 

３、国保改善の取り組みについて、パンフを活用した学習をすすめ、社保協として

の宣伝を強めること、４・１消費税宣伝と合わせて行うなど工夫することを確認

した。 

 

４、第 38 回東京社保学校について以下の内容を確認した。講義②は、４月の常幹に

詳細を提起し決定することとした。 

日時 ７月２日（土） 場所 けんせつプラザ東京 

内容 講義①福祉国家ビジョンの現代的意義－福祉国家財政の在り方を中心に－ 

      講師：二宮厚美 神戸大学教授  民医連医療 2011/2 月号 P30～36 

講義②社保協の役割：シンポジウム形式？  

５、東京都知事選挙について、３月の常任幹事会で革新都政の会の小池あきら氏の

推薦を決定した。それに基づき、勝利のために支持を広げること、宣伝活動など

に参加することを確認した。目標や到達は、集約しないが、革新都政の会から出

されるニュースなどで可能な情報は、加盟団体に知らせることを確認した。 

 

６、以下の要請事項への対応を確認した。 

１）東京公害患者と家族の会・東京大気汚染公害裁判原告団 2011 年第 33 回合同総

会→メッセージ 

７、当面の日程について、以下を確認した。 

３月 

２６日（土）11:00～東京土建新宿支部主婦の会学習会 

18:00～東京保険医協会レセプション 

２７日（日）13:30～東京大気裁判連絡会総会 

４月 

１０日（日）東京都知事選投票日 

１１日（月）東京生存権裁判最高裁要請行動 

１２日（火）国保部会 

１７日（日）いっせい地方選挙告示 

１８日（月）16:00～安心年金東京の会  

１９日（火）13:30～東京生存権裁判支える会 

２４日（日）いっせい地方選挙投票日 

２６日（火）15:30～消費税廃止東京各界連絡会 

２７日（水）13:00～国会議員要請行動（衆議院第１大会議室） 

２８日（木）13:30～第５回常任幹事会 

 

 第５回常任幹事会について 

   日時 ４月２８日（木）13:30～16:00 

学習 「原発事故の対応について」（仮題） 

場所 東京労働会館５階東京地評会議室 


